
政府調達額換算表

              　　     TPPに日本が参加した場合に予想される政府調達基準の引き下げ
                （単位：SDR，円）

対象の種類

SDR 日本円換算 SDR 日本円換算 SDR 日本円換算

物品 10万 1,300万 10万 1,300万 5万 665万

建設サービス 450万 6億 450万 6億 500万 6億6,500万

建設関連の技術的サービス 45万 6,000万 45万 6,000万 5万 665万

それ以外のサービス 10万 1,300万 10万 1,300万 5万 665万

物品 20万 2,700万 20万 2,700万 5万 665万

建設サービス 1,500万 20億2,000万 1,500万 20億2,000万 500万 6億6,500万

建設関連の技術的サービス 150万 2億 150万 2億 5万 665万

それ以外のサービス 20万 2,700万 20万 2,700万 5万 665万

物品 13万 1,700万 10万 1,300万 5万 665万

建設サービス（A群） 1,500万 20億2,000万 1,500万 20億2,000万 500万 6億6,500万

建設サービス（B群） 450万 6億 450万 6億 500万 6億6,500万

建設関連の技術的サービス 45万 6,000万 45万 6,000万 5万 665万

それ以外のサービス 13万 1,700万 10万 1,300万 5万 665万

資料：外務省『政府調達協定及び我が国の自主的措置の定める「基準額」並びに「邦貨換算額」（適用期間：平成26年4月
　　　1日から平成28年3月31日まで）』（http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/shocho/chotatsu/kijyungaku.html），
　　　浜田和幸『恐るべきTPPの正体』角川マーケティング，2011年，185頁。
注：P4の基準額をSDR（IMF国際通貨基金特別引き出し権）から日本円へ換算するに際しては，外務省換算値（IMFによる
　　円とSDRのレートの暦年2ヵ年平均値とされる）が「対象」によって異なるので，1SDR＝133円とした仮算値である。
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